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○予算規模（一般会計）

（単位：千円、％）

増 減 額 増 減 率

△ 1,860,282 △ 6.3

（単位：千円）

《財源内訳》 （単位：千円）

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

△ 27,240 88,100 15,595 165,979

会計区分 令和７年度（補正第1号後） 令和６年度

一般会計 27,581,311 29,441,593

財　源　内　訳

県支出金

231,311 △ 11,123

 補正予算の規模

補正額

補正前予算額 補　正　額 補正後予算額

27,350,000 231,311 27,581,311
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○歳入の状況（一般会計）

令和７年度

（補正第1号後）
構成比 令和６年度 増減額 増減率

3,399,126 12.3 3,241,840 157,286 4.9

453,954 1.6 442,270 11,684 2.6

1,361 0.0 941 420 44.6

9,093 0.0 7,704 1,389 18.0

14,760 0.1 8,697 6,063 69.7

60,273 0.2 51,800 8,473 16.4

848,496 3.1 842,503 5,993 0.7

9,039 0.0 9,766 △ 727 △ 7.4

40,782 0.1 35,707 5,075 14.2

17,150 0.1 130,646 △ 113,496 △ 86.9

10,526,228 38.2 10,467,386 58,842 0.6

普 通 交 付 税 9,726,228 35.3 9,667,386 58,842 0.6

特 別 交 付 税 800,000 2.9 800,000 0 0.0

3,500 0.0 4,000 △ 500 △ 12.5

288,027 1.0 326,375 △ 38,348 △ 11.7

419,610 1.5 430,047 △ 10,437 △ 2.4

3,988,903 14.5 3,136,455 852,448 27.2

（単位：千円、％）

歳 入 の 区 分

　1　市 税

　2　地 方 譲 与 税

　3　利 子 割 交 付 金

　4　配 当 割 交 付 金

　5　株式等譲渡所得割交付金

　6　法人事業税交付金

　7　地方消費税交付金

　8　ゴルフ場利用税交付金

　9　環境性能割交付金

 10　地 方 特 例 交 付 金

 11　地 方 交 付 税

 12　交通安全対策特別交付金

 13　分担金 及び 負担金

 14　使用料 及び 手数料

 15　国 庫 支 出 金
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令和７年度

（補正第1号後）
構成比 令和６年度 増減額 増減率

（単位：千円、％）

歳 入 の 区 分

2,698,435 9.8 2,454,750 243,685 9.9

79,584 0.3 47,104 32,480 69.0

240,501 0.9 240,501 0 0.0

2,290,262 8.3 1,699,273 590,989 34.8

特 別 会 計 繰 入 金 24,962 0.1 1 24,961 2,496,100.0

財 政 調 整 基 金 繰 入 金 965,979 3.5 300,000 665,979 222.0

減 債 基 金 繰 入 金 80,062 0.3 213,324 △ 133,262 △ 62.5

そ の 他 基 金 繰 入 金 1,219,259 4.4 1,185,948 33,311 2.8

1 0.0 291,593 △ 291,592 △ 100.0

204,526 0.7 195,823 8,703 4.4

1,987,700 7.2 5,376,412 △ 3,388,712 △ 63.0

臨 時 財 政 対 策 債 0 0.0 47,162 △ 47,162 皆減

そ の 他 市 債 1,987,700 7.2 5,329,250 △ 3,341,550 △ 62.7

27,581,311 100.0 29,441,593 △ 1,860,282 △ 6.3

（注）構成比については、表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所がある

 16　県 支 出 金

 17　財 産 収 入

 18　寄 附 金

 19　繰 入 金

 20　繰 越 金

 21　諸 収 入

 22　市 債

合　　計
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○歳出の状況（一般会計）

　歳出（目的別） （単位：千円、％）

令和７年度

（補正第1号後）
構成比 令和６年度 増減額 増減率

1 議 会 費 177,907 0.6 189,183 △ 11,276 △ 6.0

2 総 務 費 4,427,834 16.1 4,513,837 △ 86,003 △ 1.9

3 民 生 費 8,796,652 31.9 8,800,700 △ 4,048 0.0

4 衛 生 費 2,821,018 10.2 2,562,265 258,753 10.1

5 労 働 費 12,279 0.0 12,279 0 0.0

6 農 林 水 産 業 費 2,062,698 7.5 2,191,508 △ 128,810 △ 5.9

7 商 工 費 422,742 1.5 436,372 △ 13,630 △ 3.1

8 土 木 費 2,106,673 7.6 1,582,899 523,774 33.1

9 消 防 費 1,138,210 4.1 1,445,518 △ 307,308 △ 21.3

10 教 育 費 2,154,147 7.8 4,449,907 △ 2,295,760 △ 51.6

11 災 害 復 旧 費 472,799 1.7 223,005 249,794 112.0

12 公 債 費 2,938,351 10.7 2,984,119 △ 45,768 △ 1.5

13 諸 支 出 金 1 0.0 1 0 0.0

14 予 備 費 50,000 0.2 50,000 0 0.0

27,581,311 100.0 29,441,593 △ 1,860,282 △ 6.3

（注）構成比については、表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所がある

歳出の区分（目的別）

合　計
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令和７年度

（補正第1号後）
構成比 令和６年度 増減額 増減率

12,837,015 46.6 12,425,823 411,192 3.3

4,845,350 17.6 4,697,660 147,690 3.1

245,417 0.9 244,486 931 0.4

4,599,933 16.7 4,453,174 146,759 3.3

会 計 年 度 任 用
短 時 間 勤 務 職 員 379,973 1.4 345,883 34,090 9.9

再 任 用 短 時 間
勤 務 職 員 71,177 0.3 61,423 9,754 15.9

上 記 以 外 の
一 般 職 員 4,148,783 15.0 4,045,868 102,915 2.5

5,053,314 18.3 4,744,044 309,270 6.5

2,938,351 10.7 2,984,119 △ 45,768 △ 1.5

10,139,264 36.8 9,433,217 706,047 7.5

4,860,557 17.6 4,225,897 634,660 15.0

158,307 0.6 145,080 13,227 9.1

3,049,148 11.1 2,999,665 49,483 1.6

272,804 1.0 234,016 38,788 16.6

66,588 0.2 70,764 △ 4,176 △ 5.9

30,000 0.1 30,000 0 0.0

1,701,860 6.2 1,727,795 △ 25,935 △ 1.5

　歳出（性質別） （単位：千円、％）

歳出の区分（性質別）

 義 務 的 経 費

人 件 費

特 別 職

一 般 職

扶 助 費

公 債 費

 そ の 他 の 経 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

-6-



令和７年度

（補正第1号後）
構成比 令和６年度 増減額 増減率歳出の区分（性質別）

4,555,032 16.5 7,532,553 △ 2,977,521 △ 39.5

4,083,333 14.8 7,310,648 △ 3,227,315 △ 44.1

471,699 1.7 221,905 249,794 112.6

50,000 0.2 50,000 0 0.0

27,581,311 100.0 29,441,593 △ 1,860,282 △ 6.3

（注）構成比については、表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所がある

 予 備 費

合　　計

 投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費
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【追加】 （単位：千円）

款項目 目　名 事業名・業務名 期　間 限度額 追加理由

2-1-13 文化振興費 神楽会館指定管理業務 令和7年度～令和12年度 135,000 現指定管理者の指定期間が満了するため

7-1-4 観光施設管理費 祖母山麓尾平青少年旅行村指定管理業務 令和7年度～令和12年度 29,000 現指定管理者の指定期間が満了するため

7-1-4 観光施設管理費
奥嶽川自然公園井崎河川公園キャンプ場指

定管理業務
令和7年度～令和12年度 14,000 現指定管理者の指定期間が満了するため

10-5-2 公民館費 公民館等指定管理業務 令和7年度～令和12年度 975,000 現指定管理者の指定期間が満了するため

10-6-2 体育施設費 総合スポーツ施設指定管理業務 令和7年度～令和10年度 240,000

総合スポーツ施設（多機能型武道場のほか

周辺4施設）に指定管理者制度を導入するた

め

「債務負担行為補正」説明書
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【追加】 （単位：千円）

款項目 目　名 起債の目的 追加理由

22-1-5 土木債 都市再生整備事業 追加 30,000 市道三重駅前線の舗装改修工事を実施するため

【変更】 （単位：千円）

款項目 目　名 起債の目的 変更理由

変更前 52,000

変更後 76,900

変更前 90,800

変更後 124,000
22-1-5 土木債 市道補修事業 社会資本整備交付金が減額したため

「地方債補正」説明書

限度額

22-1-5 土木債 公営住宅建設事業 社会資本整備交付金が減額したため

限度額
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（単位：千円）

款項目 目　名 事　業　名 予算額 繰越額 繰越理由

2-1-7 企画費 公共交通事業者等事業継続支援事業 4,582 4,582

国の令和6年度補正予算「物価高騰対応重点支援地方

創生交付金」を活用とした事業で、期間的に年度内

での事業完了ができなかったため

3-1-1 社会福祉総務費 非課税世帯支援給付金事業 191,562 191,562

国の令和6年度補正予算「物価高騰対応重点支援地方

創生交付金」を活用とした事業で、期間的に年度内

での事業完了ができなかったため

3-1-2 障害者福祉費 障がい者施設等物価高騰対策緊急支援事業 3,000 3,000

国の令和6年度補正予算「物価高騰対応重点支援地方

創生交付金」を活用とした事業で、期間的に年度内

での事業完了ができなかったため

3-2-4 介護保険事業費 高齢者施設等物価高騰対策緊急支援事業 9,322 9,322

国の令和6年度補正予算「物価高騰対応重点支援地方

創生交付金」を活用とした事業で、期間的に年度内

での事業完了ができなかったため

3-3-1 児童福祉総務費 子育て関連施設物価高騰対策緊急支援事業 1,965 1,965

国の令和6年度補正予算「物価高騰対応重点支援地方

創生交付金」を活用とした事業で、期間的に年度内

での事業完了ができなかったため

3-3-1 児童福祉総務費 放課後児童クラブ施設改修事業 74,546 73,405 資機材の納期遅延のため

3-3-5 認定こども園費 公立教育・保育施設建設事業 31,749 31,749 関係機関との協議・調整に不測の日数を要したため

6-3-1 農地費 市営土地改良事業 16,491 15,205 隣接関係者との協議に不測の日数を要したため

6-3-2 地籍調査費 地籍調査事業 185,459 185,458
国の令和6年度補正予算に伴う予算配分を受け、調査

地区を追加し、事業実施を令和7年度としたため

7-1-2 商工振興費 企業誘致推進事業（水源試掘調査） 78,771 77,761
水源調査のための土地借上交渉等に不測の日数を要

したため

7-1-2 商工振興費 商業活性化支援事業 67,700 67,700

国の令和6年度補正予算「物価高騰対応重点支援地方

創生交付金」を活用とした事業で、期間的に年度内

での事業完了ができなかったため

「繰越明許費」説明書

-10-



（単位：千円）

款項目 目　名 事　業　名 予算額 繰越額 繰越理由

「繰越明許費」説明書

7-1-2 商工振興費 貨物自動車運送事業者物価高騰対策支援事業 45,210 45,210

国の令和6年度補正予算「物価高騰対応重点支援地方

創生交付金」を活用とした事業で、期間的に年度内

での事業完了ができなかったため

7-1-3 観光費 サウナ施設整備事業 50,000 50,000

国の令和6年度補正予算「ローカル10,000プロジェク

ト」（地域経済循環創造事業交付金）を活用した事

業で、期間的に年度内での事業完了ができなかった

ため

7-1-4 観光施設管理費 用作公園整備事業 20,500 10,971
関係者との協議に不測の日数を要し着工時期が遅れ

たため

8-2-2 道路維持費 単独維持補修事業 18,700 5,320 用地関係者等との協議に不測の日数を要したため

8-2-2 道路維持費 道路ストック点検補修事業 104,600 104,600 地元との協議に不測の日数を要したため

8-2-3 道路新設改良費 市道改良事業 49,251 30,531 用地関係者等との協議に不測の日数を要したため

8-5-2 住宅建設費 市営住宅整備事業 17,300 17,129 資機材の納期遅延のため

9-1-1 常備消防費 消防車両資機材整備事業 79,530 79,530 車両資機材の納期遅延のため

10-3-1 中学校管理費 千歳小中学校屋内運動場改修事業 170,993 163,775
校舎解体工事の地下水処理に不測の日数を要したた

め

10-6-2 体育施設費 大原総合体育館設備更新事業 14,467 14,467 資機材の納期遅延のため

10-6-2 体育施設費 多機能型武道場整備事業 1,443,657 1,443,549 資機材の納期遅延のため

11-1-1 農業用施設災害復旧費 農業用施設災害復旧事業 332,674 326,979 労務及び資材の不足のため

11-1-2 林業用施設災害復旧費 林業用施設災害復旧事業 72,000 72,000 労務及び資材の不足のため

11-2-1 道路橋梁河川災害復旧費 道路橋梁河川災害復旧事業（補助災害） 178,288 130,731 用地関係者等との協議に不測の日数を要したため
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（単位：千円）

款項目 目　名 事　業　名 予算額 繰越額 繰越理由

「繰越明許費」説明書

11-2-1 道路橋梁河川災害復旧費 道路橋梁河川災害復旧事業（単独災害） 5,000 1,716 用地関係者等との協議に不測の日数を要したため

3,267,317 3,158,217合　　計
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（単位：千円）

款項目 目　名 事　業　名
支出負担

行為額
繰越額 繰越理由

2-3-1 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳等管理事業 7,898 7,898

令和５年度繰越事業であるが、令和６年度に入った後

も国による住民記録システム標準仕様書の公開が遅延

したことで年度内にシステム改修が完了できなかった

ため

「事故繰越し」説明書

《参考》

地方自治法（抜粋）

（予算の執行及び事故繰越し）

第220条

3 繰越明許費の金額を除くほか、毎会計年度の歳出予算の経費の金額は、これを翌年度において使用することができない。ただし、歳

出予算の経費の金額のうち、年度内に支出負担行為をし、避けがたい事故のため年度内に支出を終わらなかったもの（当該支出負担

行為に係る工事その他の事業の遂行上の必要に基づきこれに関連して支出を要する経費の金額を含む。）は、これを翌年度に繰り越

して使用することができる。

地方自治法施行令（抜粋）

（繰越明許費）

第146条

2 普通地方公共団体の長は、繰越明許費に係る歳出予算の経費を翌年度に繰り越したときは、翌年度の5月31日までに繰越計算書を調

製し、次の会議においてこれを議会に報告しなければならない。

（予算の執行及び事故繰越し）

第150条

3 第146条の規定は、地方自治法第220条第3項ただし書の規定による予算の繰越しについてこれを準用する。
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

2 1 7 企画費 旧緒方工業跡地整備事業 まちづくり推進課

細事業名 旧緒方工業跡地整備事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 12

国 県 地方債 その他 一般財源

16,401 2,249 2,249 18,650

補正前 補正額 計

補
正
理
由

旧緒方工業高校跡地の利活用に取り組むため

特
定
財
源

補
正
内
容

不動産鑑定等を委託する
□不動産鑑定登記委託料　　2,249千円
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

2 1 7 企画費 地域コミュニティ支援事業 まちづくり推進課

細事業名 小規模集落対策事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 12

地方債 その他 一般財源

43,850 15,000 15,000 58,850

補正前 補正額 計

補
正
理
由

国の過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業に取り組むため

特
定
財
源

15-2-1「過疎地域持続的発展支援交付金」　15,000千円

国 県

補
正
内
容

過疎地域等の集落における地域課題に対応するため、地域産業の創出等に取り組む地域に対し補助金を交付する
□過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業補助金　　15,000千円
　・実施主体　ながたに振興協議会
　・事業内容　耕作放棄地の活用、特産品の開発など
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

2 1 12 ケーブルテレビ管理費 ケーブルテレビ管理事業 総務課

細事業名 ケーブルテレビ管理事業 補正区分 追加 補正予算書ページ 12

国 県 地方債 その他 一般財源
補正前 補正額 計

補
正
理
由

自主放送番組のチャンネルの充実を図るため

特
定
財
源

629,444 573 573 630,017

補
正
内
容

ケーブルテレビで「ガチトリニータ」を放送する
□番組使用料　198千円
　
サブチャンネルで高校野球を放送する
□大分県デジタルネットワークセンター負担金　　375千円
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

3 3 5 認定こども園費 公立教育・保育施設管理運営事業 子育て支援課

細事業名 公立教育・保育施設管理運営事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 13

国 県 地方債 その他 一般財源
補正前 補正額 計

46,945 1,704 1,704 48,649

【資料】

補
正
理
由

旧緒方保育園の土地の利活用に伴い、一部を分筆する必要が生じたため

特
定
財
源

補
正
内
容

旧緒方保育園用地の一部を分筆する
□不動産登記委託料　1,704千円
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

4 1 2 予防費 健康づくり増進事業 市民生活課

細事業名 健康増進事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 14

国 県 地方債 その他 一般財源
補正前 補正額 計

7,333 769 512 257 8,102

補
正
理
由

健康課題改善のため個別運動プログラムを作成し運動習慣の定着を図る「健康課題解決支援事業」に取り組むため

特
定
財
源

16-2-3「健康課題解決支援事業費補助金」　512千円

補
正
内
容

個別運動プログラムを作成し運動習慣の定着及び運動効果を評価する
□健康課題解決支援事業委託料　769千円
　運動プログラム作成料及び運動指導業務

-18-



令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

4 1 3 環境衛生費 環境衛生事業 環境衛生課

細事業名 小規模給水施設整備事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 14

国 県 地方債 その他 一般財源
補正前 補正額 計

1,400 40,400 12,000 1,094 27,306 41,800

補
正
理
由

県の小規模集落等水源整備事業を活用し、市内2地区の水源整備事業を行うため

特
定
財
源

13-1-5「小規模集落等水源整備事業受益者分担金」　　1,094千円
16-2-3「小規模集落等水源整備事業費補助金」  　 　12,000千円

補
正
内
容

水源整備工事を行う
□小規模集落等水源整備工事請負費　40,400千円
　・清川町三玉　　佐草地区
　・緒方町下徳田　見殿地区
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

4 1 5 上水道費 水道事業 上下水道課

細事業名 水道事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 14

国 県 地方債 その他 一般財源
補正前 補正額 計

112,048 5,000 5,000 117,048

補
正
理
由

給水区域内の飲料用水施設の整備に係る費用の一部を補助するため

特
定
財
源

補
正
内
容

飲料用水施設の整備に対して補助金を交付する
□給水区域内飲料用水施設改善補助金　5,000千円
　・三重町上小坂
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

4 2 1 清掃総務費 清掃総務事業 環境衛生課

細事業名 塵芥処理事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 15

国 県 地方債 その他 一般財源
補正前 補正額 計

422 500 500 922

補
正
理
由

段ボールコンポストの取組を見直し、新たに電気式生ごみ処理機購入補助に取り組むため

特
定
財
源

補
正
内
容

電気式生ごみ処理機の購入者に補助金を交付する
□電気式生ごみ処理機購入補助金　500千円
　補助対象予定者25名×上限額20千円
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

6 1 3 農業振興費 担い手支援事業 農業振興課

細事業名 担い手育成・確保事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 15

国 県 地方債 その他 一般財源
補正前 補正額 計

106,134 150 75 75 106,284

補
正
理
由

多様な働き方に対応し新規就農者の確保を図るため、新たにファーマーズスクールに取り組むため

特
定
財
源

16-2-4「ファーマーズスクール設置支援事業費補助金」　75千円
19-2-8「担い手確保育成基金繰入金」　75千円

補
正
内
容

ファーマーズスクールの就農コーチに対する謝礼金
□講師謝礼金　150千円
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

6 2 1 畜産業振興費 経営基盤強化対策事業 農業振興課

細事業名 肥育牛経営支援対策事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 16

国 県 地方債 その他 一般財源
補正前 補正額 計

0 3,200 3,200 3,200

補
正
理
由

新たに「肥育牛経営支援対策事業」を創設し、肥育農家の経営安定を図り、市内繁殖農家からの子牛購入を促進するた
め

特
定
財
源

補
正
内
容

市内に牧場があり黒毛和牛の肥育を営むものが、市場で豊後大野市の繁殖農家が出荷した子牛を購入した場合に補助金
を交付する
□肥育牛経営支援対策事業補助金　3,200千円
　・補助対象者　市内黒毛和牛肥育農家
　・対象期間　  令和7年4月から令和8年3月まで
　・事業費　  　40千円×80頭
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

7 1 2 商工振興費 商工業振興事業 商工観光課

細事業名 商工業推進事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 17

国 県 地方債 その他 一般財源
補正前 補正額 計

87,676 5,000 5,000 92,676

補
正
理
由

豊後大野市商工会が6支所を3支所に編成し、施設改修等を行うことに対して補助するため

特
定
財
源

補
正
内
容

豊後大野市商工会の支所統合に伴う施設改修等に対して補助金を交付する
□商工会支所統合補助金　　5,000千円
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

7 1 3 観光費 観光振興事業 商工観光課

細事業名 エコパーク推進事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 17

国 県 地方債 その他 一般財源
補正前 補正額 計

2,885 1,321 236 1,085 4,206

補
正
理
由

祖母・傾・大崩ユネスコエコパークの普及啓発及び推進を図るため

特
定
財
源

16-2-5「エコパーク受入環境整備支援事業費補助金」　236千円

補
正
内
容

①白山川の名水100選カードを作成する
□印刷製本費　　69千円

②祖母山登山手形を作成する
□啓発グッズ制作委託料　　285千円

③エコパークを体験できるツアーやイベントの企画運営を委託する
□ユネスコエコパーク関連イベント委託料　　494千円

④エコパーク情報発信のための広報ブース作成を委託する
□ユネスコエコパーク広報ブース作製委託料　　308千円
□機械器具費　　165千円
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

7 1 3 観光費 観光誘客促進事業 商工観光課

細事業名 サウナのまち推進事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 17

国 県 地方債 その他 一般財源
補正前 補正額 計

7,174 5,038 5,038 12,212

補
正
理
由

軽トラック用サウナボックスを作成し、市内外のイベントにおいてサウナのまちをＰＲするため

特
定
財
源

補
正
内
容

軽トラックに積載可能な本市オリジナルサウナボックスの製作を委託する
□サウナボックス製作業務委託料　　5,038千円
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

7 1 3 観光費 観光振興補助事業 商工観光課

細事業名 観光イベント補助金 補正区分 追加 補正予算書ページ 17

国 県 地方債 その他 一般財源
補正前 補正額 計

32,043 2,458 2,458 34,501

補
正
理
由

三重町納涼花火大会に代わる新たな地域振興イベントに補助金を交付するため

特
定
財
源

補
正
内
容

三重町駅前周辺で開催されるイベントに補助金を交付する
□観光イベント補助金　　2,458千円
　イベントの内容
　　・土曜夜市の開催（夏期2回）
　　・駅前マルシェの開催（秋期）
　　・駅前イルミネーションの実施（冬期）
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

7 1 4 観光施設管理費 観光施設管理事業 商工観光課

細事業名 観光施設整備事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 18

国 県 地方債 その他 一般財源
補正前 補正額 計

20,475 33,431 33,431 53,906

補
正
理
由

市内各観光施設の整備を行うことで利用者の安全性、利便性を図るため

特
定
財
源

補
正
内
容

①観光施設にかかる土地の地目変更登記及び分筆登記を委託する
□登記事務等委託料　　2,552千円
　・沈堕の滝ふれあい公園進入路周辺土地の地目変更　　230千円
　・旧俚楽の郷伝承体験館用地の分筆　　　　　　　　2,322千円

②原尻の滝滝見橋改修工事の設計業務を委託する
□観光施設工事調査設計委託料　　7,206千円

③祖母山麓尾平青少年旅行村のインターネット通信環境の改善工事を行う
□尾平青少年旅行村Ｗｉ－Ｆｉ環境リプレイス工事請負費　　901千円

④旧俚楽の郷伝承体験館の用地を購入する
□土地等購入費　　22,772千円
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

8 4 1 都市計画総務費 都市再生整備事業 建設課

細事業名 都市再生整備事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 18

国 県 地方債 その他 一般財源
補正前 補正額 計

6,000 40,000 30,000 10,000 46,000

補
正
理
由

三重町駅前周辺整備事業の一環として市道三重駅前線の舗装改修に取り組むため

特
定
財
源

22-1-5「都市再生整備事業」　　30,000千円

補
正
内
容

市道三重駅前線の舗装工事を行う
□三重町駅周辺整備工事請負費　40,000千円
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

10 5 3 人権教育費 人権教育・部落差別解消推進事業 社会教育課

細事業名 旧教育集会所整備事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 19

国 県 地方債 その他 一般財源
補正前 補正額 計

0 20,000 20,000 20,000

(補足）
補
正
理
由

大野町の旧教育集会所を管理する自治会が当該施設の改築等を行うに当たり、その経費の一部を市が補助するため

特
定
財
源

補
正
内
容

旧教育集会所の改築等に対して補助金を交付する
□旧教育集会所整備補助金　20,000千円
　・補助対象予定団体　1団体
　・補助率　　市95％（上限20,000千円）　自治会負担　5％
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令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

10 5 4 文化財保護費 資料館運営事業 社会教育課

細事業名 資料館運営事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 19

国 県 地方債 その他 一般財源
補正前 補正額 計

6,818 9,308 9,308 16,126

(補足）
補
正
理
由

旧緒方公民館等に収蔵している民俗資料等を安全に保管し、適正に管理するため

特
定
財
源

補
正
内
容

三重体育館を資料館収蔵庫に改修するための耐震診断や実施設計を委託する
□手数料　669千円
　・耐震診断・補強計画審査
　・用途変更申請
　・省エネルギー適合判定
□工事設計委託料　8,639千円

-31-



令和７年度　一般会計補正予算（第１号）主要歳出説明書

款 項 目 目名 事業名 所管課

10 6 3 給食共同調理場運営費 給食共同調理場運営事業 学校教育課

細事業名 給食共同調理場運営事業 補正区分 新規 補正予算書ページ 20

国 県 地方債 その他 一般財源

384,658 15,319 14,416 903 399,977

補正前 補正額 計

(補足）
補
正
理
由

①米の価格上昇に伴い給食費を改定したため
②西部調理場の電気温水器を更新するため

特
定
財
源

13-2-4「給食費負担金」　3,166千円
19-2-13「教育未来ゆめ基金繰入金」　11,250千円

補
正
内
容

①給食の食材料を購入する
□賄材料費　14,417千円

②電気温水器更新工事に伴う設計業務委託
□工事設計委託料　902千円
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